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内容

０１

前回の議会改革特別委員会の議論の振り返り

⑴申送り事項の確認について

⑵議員定数に関する協議について

３ページ

４ページ～24
ページ

０２

今後の議論の進め方について

⑴検討体制について

⑵検討スケジュールについて

⑶市民アンケートについて

25ページ

26ページ

27ページ
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前期委員会からの申送り事項について

報告書記載事項

① 議会報告会の多様な開催方法を検討・試行
② 市民意見を起点とした政策形成の活発化を一層進めるために、広報広聴委員会による

市民意見の整理方法の見直し、課題調整会議の検討における各委員会との関係性の見直
し、さらに政策形成検討組織の見直しなどについて、詳細の検討

③ 議員間討議・委員間討議、委員長のファシリテーション能力の向上
④ 交流活動において明確なテーマを設定し、ワークショップ形式での意見交換を行うなど

の見直しを図るため、当市議会主催の交流研修において試行
⑤ 議会図書室の活用のための先進地研究や議員のニーズ調査
⑥ 令和９年中に議員定数について結論

報告書手交時の口頭申送り事項

⑦ 市民への説明責任の検証（議決経過の報告、委員会視察報告などのあり方）
⑧ 会議規則の検証（「議長が別に定める」事項など定期的な検証）
⑨ 議会におけるDXの推進と生成ＡＩの活用（議会DXマニュアルの整備など）
⑩ 議員と事務局の協力体制（役割分担と協力体制の研究・検討）
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前期委員会における議員定数に関する検討について
前回の議会改革推進検討委員会資料

検討方針

⚫ 全国の市区（８１５市区）で人口と議員定数の散布図を作成すると、同一人口帯で
も議員定数に幅があることから、人口以外の様々な要素（地勢や合併履歴）が定
数に影響を及ぼすと想定

⚫ 当市議会の定数に影響を及ぼす要素を検討・分析する

分析の手法

⚫ 全国８１５市区の人口、市の面積、道路総延長、高齢化率、標準財政規模などの指
標（要素）と議員定数の関係を分析

⇒相関係数を用いて分析。どういった指標が定数に影響するか把握する

⇒散布図により見える化
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議員定数に関する検討について
前回の議会改革推進検討委員会資料

分析の流れ

全国８１５市区の人口、市の面積、道路総延長、高齢化率、標準財政規模
などの指標と議員定数の関係を分析

STEP １

上越市の議員定数３２人が標準的な値（全国の回帰線）からどの程度乖離
しているか分析

STEP ２

将来推計人口を用いて、議員定数に与える人口減少の影響を分析STEP ３

⇒相関係数を用いて分析。全国の傾向を把握

⇒回帰直線からの乖離を分析 ＝ 現状の評価

⇒あくまで議論の土台として、人口減少下での上越市の議員定数の
期待値を推計
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議員定数に関する検討について
前回の議会改革推進検討委員会資料

分析の手法

相関とは？

２つ（以上）の事柄の関わり合いを測る方法

人口

定数定数

外国人比率

定数

高齢化率

相関係数
ー１

負の相関 正の相関相関なし

０ ≦≦

相関係数
の見方

１

一方が増える
と一方が減る

一方の動きと
他方の動き
がバラバラ

一方が増えると
もう一方も増える

± ０．８

変数の関係
を見る

変数の関係性の
強さを見る

今回の分析では、|r|＜0.3＝弱い、
0.3≦|r|＜0.6＝中程度、|r|≧0.6＝
強い相関関係として評価している
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議員定数に関する検討について
前回の議会改革推進検討委員会資料

散布図で表される変数の分布に当てはまるように引
かれた直線（＝式）。一方の変数からもう一方の変数の
値を推測するために使う

回帰直線

人口

定数

計算式
（ピアソン） r =

共分散

標準偏差

（各変数の平均値からのズレの値の平均）

（標準的なズレの大きさ）

分析の手法 今回の分析では、生成ＡＩを用いて計算している

用いたデータ 可能な限り、公表された統一的なデータを用いているが、一部各市の
公表データを集計してデータ化

分析の考え方

相関は、２つ（以上）の値の動きの関係性を分析するものであり、
因果関係ではない
分析から導いた値は、全国の市区の議員定数の設定傾向を「数値
的」に把握するものであり、議論の土台とするもの
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議員定数に関する検討について
前回の議会改革推進検討委員会資料

指標
定数との関係

分析・検討
全国的 同人口帯

１ 基本的指標 人口
非常に
強い

ー
地方自治法で上限が定められていた経緯もあり、
全国８１５市区の相関係数は、０．９と社会的な統計
の数値ではまず見られない強さの相関

２ 地勢的指標
面積、市道総延長、
合併履歴、森林面積

弱い 強い
同じ人口帯では、０．５後半～０．７半ばの強い相関
係数を示し、地勢的な規模やインフラの大きさが
議員定数に影響を及ぼすことが客観的に明確

３ 社会的指標
年少人口比率、高齢
化率、合計特殊出生
率、外国人比率

弱い 弱い
人口の影響を除くといずれも相関係数が最大で
０．３程度と低く、議員定数の設定とは関係が薄い

４ 行政の指標
標準財政規模、職員
数、実質公債費比率

関係あり 強い
全国的には、負の相関関係も見られるが、同じ人口
帯では、最大で０．７の相関係数を示し、行政の規
模の大きさが定数増につながる傾向が明確

５ 議会の指標
歳出予算に対して
議会費の占める割合

関係あり 弱い
全国的には、人口の影響を除くと、一定程度の負の
相関が見られる

分析結果の概要
全国の市区を分析した結果、人口などの指標（要素）が議員定数に与える影響
を概観すると次のとおりとなる
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議員定数に関する検討について
前回の議会改革推進検討委員会資料

１ 基本的指標 ⑴ 人口 同じ人口帯では、人口以外の要素が定数に影響を及ぼす

① 全国８１５市区 ② 人口１0万人～２０万人 ③ 人口１８万人～２０万人

単純相関 単純相関 単純相関

Pearson：0.908（強い正の相関）
Spearman：0.899（強い正の相関）

Pearson：0.558（中程度の正の相関）
Spearman：0.530（中程度の正の相関）

Pearson：0.054（ほぼ相関なし）
Spearman：−0.052（ほぼ相関なし）

人口影響を除いた相関関係（残差／部分相関） 人口影響を除いた相関関係（残差／部分相関） 人口影響を除いた相関関係（残差／部分相関）

ー ー ー

• 全国では非常に強い相関（対数人口ベース：Pearson 0.908）。人口規模が大きいほど議員定数が増える一般傾向が明確

• 同人口帯に絞ると相関は弱まる傾向。つまり、人口だけでは説明し切れない差（地理的広がり、道路延長、財政規模、年齢構成、議
会構成など）が定数の差を生む余地が大きいことを示す
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議員定数に関する検討について
前回の議会改革推進検討委員会資料

２ 地勢的指標 ⑴ 面積 同人口帯で面積が大きいほど、定数増の合理性が高まる

① 全国８１５市区 ② 人口１0万人～２０万人 ③ 人口１８万人～２０万人

単純相関 単純相関 単純相関

Pearson：0.187（弱い正の相関） 
Spearman：0.104（弱い正の相関） 

Pearson：0.442（中程度の正の相関） 
Spearman：0.472（中程度の正の相関）

Pearson：0.697（強い正の相関） 
Spearman：0.627（強い正の相関）

人口影響を除いた相関関係（残差／部分相関） 人口影響を除いた相関関係（残差／部分相関） 人口影響を除いた相関関係（残差／部分相関）

Pearson：0.209（弱い正の相関）
Spearman：0.138（弱い正の相関）

Pearson：0.557（中程度の正の相関） 
Spearman：0.591（中程度の正の相関）

Pearson：0.724（強い正の相関） 
Spearman：0.598（中程度の正の相関） 

• 全国では関係は弱めだが、同人口帯では面積と定数の関係は中～強い水準まで明瞭化する。人口影響を除いた相関でも、狭い範
囲で関係はさらに強化され、同規模間では広域性（面積）が定数差に独立して寄与する傾向が確認できる

• 面積は、広域性の根幹指標であり、地域代表性の確保、議員１人が対応できる範囲など、議員活動の範囲に直結すると考えられる。
同人口帯で面積が大きいほど、定数増加・維持の合理性が高まる
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議員定数に関する検討について
前回の議会改革推進検討委員会資料

２ 地勢的指標 ⑵ 市道総延長 定数に一定の影響を及ぼす合理性がある

① 全国８１５市区（n＝808） ② 人口１0万人～２０万人 ③ 人口１８万人～２０万人

単純相関 単純相関 単純相関

Pearson：0.651（強い正の相関） 
Spearman：0.503（中程度の正の相関）

Pearson：0.468（中程度の正の相関） 
Spearman：0.466（中程度の正の相関）

Pearson：0.591（中程度の正の相関） 
Spearman：0.545（中程度の正の相関） 

人口影響を除いた相関関係（残差／部分相関） 人口影響を除いた相関関係（残差／部分相関） 人口影響を除いた相関関係（残差／部分相関）

Pearson：0.316（中程度の正の相関） 
Spearman：0.279（弱い正の相関）

Pearson：0.457（中程度の正の相関） 
Spearman：0.472（中程度の正の相関）

Pearson：0.590（中程度の正の相関） 
Spearman：0.542（中程度の正の相関）

• 全国では相関が非常に強く（Pearson=0.651）、市道総延長が長いほど定数も大きい傾向が明確。ただし、人口と共通に増える
要因の影響が強く含まれることも見て取れる

• 同人口帯に絞っても中程度～強い相関が維持され、人口影響を除いた残差ベースでも中程度の正の相関が確認できる。道路延長
が、同規模間での定数差に独立して寄与していることを裏付ける
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議員定数に関する検討について
前回の議会改革推進検討委員会資料

２ 地勢的指標 ⑶ 合併履歴 同人口帯では、強い相関関係にある

① 全国８１５市区 ② 人口１0万人～２０万人 ③ 人口１８万人～２０万人

単純相関 単純相関 単純相関

Pearson：0.103（弱い正の相関）
Spearman：0.144（弱い正の相関）

Pearson：0.486（中程度の正の相関）
Spearman：0.460（中程度の正の相関）

Pearson：0.716（強い正の相関）
Spearman：0.822（強い正の相関）

人口影響を除いた相関関係（残差／部分相関） 人口影響を除いた相関関係（残差／部分相関） 人口影響を除いた相関関係（残差／部分相関）

Pearson：0.281（弱い正の相関）
Spearman：0.459（中程度の正の相関）

Pearson：0.561（中程度の正の相関）
Spearman：0.530（中程度の正の相関）

Pearson：0.747（強い正の相関）
Spearman：0.736（強い正の相関）

• 全国では合併履歴と議員定数の単純相関は弱いが（Pearson=0.103）、人口影響を除くと弱い～中程度に強まり
（Pearson=0.281、Spearman=0.459）、合併による広域化が定数に独立寄与している可能性が示唆

• 同人口帯に絞ると相関がさらに明瞭になり、10万～20万人帯で中程度（部分相関Pearson=0.561）、18万～20万人帯では強
い関係（部分相関Pearson=0.747）を確認できる
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議員定数に関する検討について
前回の議会改革推進検討委員会資料

２ 地勢的指標 ⑷ 森林面積 同人口帯では、強い相関関係にある

① 全国８１５市区 ② 人口１0万人～２０万人 ③ 人口１８万人～２０万人

単純相関 単純相関 単純相関

Pearson：0.057（ほぼ相関なし）
Spearman：−0.056（ほぼ相関なし）

Pearson：0.397（中程度の正の相関）
Spearman：0.375（中程度の正の相関）

Pearson：0.677（強い正の相関）
Spearman：0.538（中程度の正の相関）

人口影響を除いた相関関係（残差／部分相関） 人口影響を除いた相関関係（残差／部分相関） 人口影響を除いた相関関係（残差／部分相関）

Pearson：0.140（弱い正の相関）
Spearman：0.092（ほぼ相関なし）

Pearson：0.525（中程度の正の相関）
Spearman：0.532（中程度の正の相関）

Pearson：0.708（強い正の相関）
Spearman：0.589（中程度の正の相関）

• 全国では、単純相関はほぼフラットで、人口や都市規模の影響に埋もれる。ただし、人口影響を除くと 弱い正の関係（部分相関
Pearson=0.140）が現れ、森林面積が定数のわずかな上振れ要因として独立寄与している可能性が示唆

• 人口帯での比較では、10万～20万人帯で中程度、18万～20万人帯で強い～中程度。同規模人口間では、森林面積が広くなるほ
ど定数が多い傾向がより明瞭だが、メカニズムは不明で解釈や議員定数の根拠に加えるには慎重さが必要
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議員定数に関する検討について
前回の議会改革推進検討委員会資料

３ 社会的指標 ⑴ 年少人口比率 定数の増減に対して、影響力が弱い

① 全国８１５市区 ② 人口１0万人～２０万人 ③ 人口１８万人～２０万人

単純相関 単純相関 単純相関

Pearson：0.235（弱い正の相関）
Spearman：0.364（中程度の正の相関）

Pearson：0.002（ほぼ相関なし）
Spearman：−0.030（ほぼ相関なし）

Pearson：−0.052（ほぼ相関なし）
Spearman：−0.033（ほぼ相関なし）

人口影響を除いた相関関係（残差／部分相関） 人口影響を除いた相関関係（残差／部分相関） 人口影響を除いた相関関係（残差／部分相関）

Pearson：0.251（弱い正の相関）
Spearman：0.190（弱い正の相関）

Pearson：0.017（ほぼ相関なし）
Spearman：−0.047（ほぼ相関なし）

Pearson：−0.065（ほぼ相関なし）
Spearman：−0.046（ほぼ相関なし）

• 全国では、年少人口比率が高いほど議員定数がわずかに多い傾向。人口影響を除いても弱い正の関係で残り、就学前〜義務教育
世代への政策ニーズが議員配置に与える影響は極めて限定的

• 同人口帯に限定すると傾向はさらに希薄化。10万～20万人帯・18万～20万人帯では、ほぼ相関関係が見られない。人口規模が
揃うと、年少人口比率単独では定数説明力が乏しい
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議員定数に関する検討について
前回の議会改革推進検討委員会資料

３ 社会的指標 ⑵ 老年人口比率 定数の増減に対して、説得力が弱い

① 全国８１５市区 ② 人口１0万人～２０万人 ③ 人口１８万人～２０万人

単純相関 単純相関 単純相関

Pearson：−0.467（中程度の負の相関）

Spearman：−0.523（中程度の負の相関）

Pearson：0.125（弱い正の相関）
Spearman：0.198（弱い正の相関）

Pearson：0.278（弱い正の相関）
Spearman：0.314（中程度の正の相関）

人口影響を除いた相関関係（残差／部分相関） 人口影響を除いた相関関係（残差／部分相関） 人口影響を除いた相関関係（残差／部分相関）

Pearson：−0.361（中程度の負の相関）

Spearman：−0.307（中程度の負の相関）

Pearson：0.312（中程度の正の相関）
Spearman：0.371（中程度の正の相関）

Pearson：0.301（中程度の正の相関）
Spearman：0.362（中程度の正の相関）

• 全国では老年人口比率が高いほど議員定数が少ない傾向。これは、高齢化の進んだ自治体ほど人口総数が減りやすく、地域構成・
行政需要の変化に合わせて定数が抑制される方向があることを示唆

• 同人口帯に限定すると、10万～20万人帯・18万～20万人帯ともに中程度の正の関係。同規模人口間では、高齢化が進むほど生
活・福祉関連の政策ニーズ対応で議員配置が相対的に増えやすい可能性がうかがえる。全国全体の負の関係と人口帯別の正の関
係の違いは、人口規模の差を跨いだ構成効果が大きいことを示している
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議員定数に関する検討について
前回の議会改革推進検討委員会資料

３ 社会的指標 ⑶ 合計特殊出生率 定数の増減に対して、説得力が弱い

① 全国８１５市区（n＝805） ② 人口１0万人～２０万人（n＝143） ③ 人口１８万人～２０万人

単純相関 単純相関 単純相関

Pearson：−0.160（弱い負の相関）
Spearman：−0.080（弱い負の相関）

Pearson：0.256（弱い正の相関）
Spearman：0.241（弱い正の相関）

Pearson：0.352（中程度の正の相関）
Spearman：0.382（中程度の正の相関）

人口影響を除いた相関関係（残差／部分相関） 人口影響を除いた相関関係（残差／部分相関） 人口影響を除いた相関関係（残差／部分相関）

Pearson：0.006（ほぼ相関なし）
Spearman：0.049（ほぼ相関なし）

Pearson：0.381（中程度の正の相関）
Spearman：0.327（中程度の正の相関）

Pearson：0.358（中程度の正の相関）
Spearman：0.387（中程度の正の相関）

• 全国では、単純相関は弱い負の関係。また、人口影響を除くとほぼ無相関。全国スケールでは、出生率の違い自体は定数の説明力
がほぼない

• 同人口帯に限定すると、10万～20万人帯・18万～20万人帯ともに中程度の正の関係。同規模人口の中では、出生率が高い自治
体ほど定数増の方向性に向かうが、因果関係については慎重な解釈が必要
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議員定数に関する検討について
前回の議会改革推進検討委員会資料

３ 社会的指標 ⑷ 外国人比率 定数の増減に対して、ほぼ無関係

① 全国８１５市区 ② 人口１0万人～２０万人 ③ 人口１８万人～２０万人

単純相関 単純相関 単純相関

Pearson：0.191（弱い正の相関）
Spearman：0.227（弱い正の相関）

Pearson：0.015（ほぼ相関なし）
Spearman：−0.051（ほぼ相関なし）

Pearson：−0.051（ほぼ相関なし）
Spearman：−0.017（ほぼ相関なし）

人口影響を除いた相関関係（残差／部分相関） 人口影響を除いた相関関係（残差／部分相関） 人口影響を除いた相関関係（残差／部分相関）

Pearson：0.110（弱い正の相関）
Spearman：0.065（ほぼ相関なし）

Pearson：−0.133（弱い負の相関）
Spearman：−0.194（弱い負の相関）

Pearson：−0.062（ほぼ相関なし）
Spearman：−0.020（ほぼ相関なし）

• 全国では、外国人比率が高いほど議員定数がわずかに多く。人口影響を除いた後でも弱い正の関係だが、説明力は小さい。全国ス
ケールでは定数を左右する主要因ではないと解釈できる

• 同人口帯に限定すると、10万～20万人帯・18万～20万人帯ともに弱い負の関係〜ほぼ無相関。人口規模を揃えると、外国人比
率単独では議員定数の差を安定的に説明しない。自治体ごとの産業構造、居住分布、通訳・生活支援体制など他の要因と合わせた
検討が必要
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議員定数に関する検討について
前回の議会改革推進検討委員会資料

４ 行政指標 ⑴ 標準財政規模 定数の増減に対して、非常に強い影響がある

① 全国８１５市区（n＝792） ② 人口１0万人～２０万人（n＝144） ③ 人口１８万人～２０万人（n＝17）

単純相関 単純相関 単純相関

Pearson：0.834（強い正の相関）
Spearman：0.926（強い正の相関）

Pearson：0.727（強い正の相関）
Spearman：0.730（強い正の相関）

Pearson：0.719（強い正の相関）
Spearman：0.768（強い正の相関）

人口影響を除いた相関関係（残差／部分相関） 人口影響を除いた相関関係（残差／部分相関） 人口影響を除いた相関関係（残差／部分相関）

Pearson：−0.315（中程度の負の相関）

Spearman：−0.299（弱い負の相関）

Pearson：0.569（中程度の正の相関）
Spearman：0.591（中程度の正の相関）

Pearson：0.745（強い正の相関）
Spearman：0.738（強い正の相関）

• 標準財政規模が大きい自治体ほど、総務・福祉・都市基盤などの事業量が大きく、その審議のための議員定数が多くなりやすい構
造が明瞭。ただし、人口影響を除くと全国では中程度の負の関係が見えてくるため、慎重に判断する必要

• 同人口帯に限定すると、10万～20万人帯で強～中程度の正の関係、18万～20万人帯で強い正の関係。人口規模が揃っている
条件下では、財政規模が大きいほど業務負担・政策領域の幅が広がり、議員定数の増加につながる傾向が一層明瞭
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議員定数に関する検討について
前回の議会改革推進検討委員会資料

４ 行政指標 ⑵ 職員数 定数の増減に対して、一定の影響がある

① 全国８１５市区 ② 人口１0万人～２０万人 ③ 人口１８万人～２０万人

単純相関 単純相関 単純相関

Pearson：0.780（強い正の相関）
Spearman：0.853（強い正の相関）

Pearson：0.486（中程度の正の相関）
Spearman：0.538（中程度の正の相関）

Pearson：0.363（中程度の正の相関）
Spearman：0.340（中程度の正の相関）

人口影響を除いた相関関係（残差／部分相関） 人口影響を除いた相関関係（残差／部分相関） 人口影響を除いた相関関係（残差／部分相関）

Pearson：−0.473（中程度の負の相関）

Spearman：−0.451（中程度の負の相関）

Pearson：0.287（弱い正の相関）
Spearman：0.414（中程度の正の相関）

Pearson：0.373（中程度の正の相関）
Spearman：0.381（中程度の正の相関）

• 全国では、職員数が多い自治体ほど議員定数も多いという強い関係がある。自治体の業務量・事務の複雑性、部署数・所管領域の
広がりが、定数と並行して拡大する構造。一方、標準財政規模と同じく、人口影響を取り除くと全国では中程度の負の関係人口規
模差を跨ぐ比較では、職員数の多さの主因が人口に強く依存するため、人口で均した際には大都市の定数抑制が見えるか、残差
ベースでは職員数が多いほど定数は相対的に小さくなる傾向

• 人口規模が揃った条件下では、職員数の多さ（＝事務負担の重さ）が、議員定数の増加方向に働く傾向がより素直に出る
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議員定数に関する検討について
前回の議会改革推進検討委員会資料

４ 行政指標 ⑶ 実質公債費比率 同人口帯では、相関関係にある

① 全国８１５市区 ② 人口１0万人～２０万人 ③ 人口１８万人～２０万人

単純相関 単純相関 単純相関

Pearson：−0.294（弱い負の相関）
Spearman：−0.354（中程度の負の相関）

Pearson：0.289（弱い正の相関）
Spearman：0.279（弱い正の相関）

Pearson：0.446（中程度の正の相関）
Spearman：0.345（中程度の正の相関）

人口影響を除いた相関関係（残差／部分相関） 人口影響を除いた相関関係（残差／部分相関） 人口影響を除いた相関関係（残差／部分相関）

Pearson：−0.268（弱い負の相関）
Spearman：−0.219（弱い負の相関）

Pearson：0.429（中程度の正の相関）
Spearman：0.426（中程度の正の相関）

Pearson：0.505（中程度の正の相関）
Spearman：0.335（中程度の正の相関）

• 全国では、実質公債費比率が高いほど議員定数がやや少ない傾向。財政の硬直度が高い自治体ほど、定数抑制の意思決定が働き
やすい可能性。ただし水準は弱く、説明力は限定的

• 同人口帯に限定すると、10万～20万人帯／18万～20万人帯ともに中程度の正の関係。人口規模が揃う条件下では、公債費の重
さに伴う事務負担・政策調整ニーズに伴い、議員定数の維持・増加方向に働く可能性（合併特例債を考慮すると合併の影響も）
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議員定数に関する検討について
前回の議会改革推進検討委員会資料

５ 議会指標 ⑴ 議会費の割合 定数の増減に対して、負の相関

① 全国８１５市区 ② 人口１0万人～２０万人 ③ 人口１８万人～２０万人

単純相関 単純相関 単純相関

Pearson：−0.652（強い負の相関）
Spearman：−0.679（強い負の相関）

Pearson：−0.289（弱い負の相関）
Spearman：−0.251（弱い負の相関）

Pearson：−0.324（中程度の負の相関）

Spearman：−0.350（中程度の負の相関）

人口影響を除いた相関関係（残差／部分相関） 人口影響を除いた相関関係（残差／部分相関） 人口影響を除いた相関関係（残差／部分相関）

Pearson：−0.510（中程度の負の相関）

Spearman：−0.502（中程度の負の相関）

Pearson：−0.133（弱い負の相関）
Spearman：−0.121（弱い負の相関）

Pearson：−0.323（中程度の負の相関）

Spearman：−0.315（中程度の負の相関）

• 全国では、議会費の構成比が高いほど議員定数が少ないという強い～中程度の負の関係。議会費は分母（一般会計規模）が小さい
自治体ほど相対的に高くなるため、小規模自治体で定数が少ないことと重なって負の関係が強く出ていると考えられ、議会費比率
が高い＝他費目に比べ議会費が重めの自治体では、定数抑制傾向がうかがえる

• 人口規模が揃う条件下でも、議会費比率の高さは定数が少ない方向に関連するが、全国ほどの強さではない
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議員定数に関する検討について
前回の議会改革推進検討委員会資料

議論のポイント

相関は、議員定数の全国の傾向を数値化したもの。論理的な帰結ではない

どのような指標を採用するかによって、定数が変わる

⇒最終的には、根拠を踏まえた上で、議会の意思で定数を決する必要

⇒何を重視するかによって、定数の増減の値が変化する
今後の上越市や議会の形を見据えて定数を検討する必要

議員定数の方向性について、今期中の結論を出す

⇒どのような議会の形が望ましいか検討して方向性を示す



議員定数に関する意見の概要
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⚫ 委員からの意見（主張と根拠）は、おおまかに次のとおり分類できる

定数削減の方向性
人口減少の進行、他自治体との比較などを論拠とし
て、議員定数を削減すべきとする立場

定数維持の方向性
当市の広大な市域や、市民の声を届ける役割などを
論拠として、現状の定数を維持すべきとする立場

削減・維持の両論を
視野に慎重な検討

複数の判断軸（人口・地勢・代表性・行政規模）の総合
的な検討や、市民意見の反映を論拠とする立場

前回の議会改革推進検討委員会資料



意見の分析と取りまとめ
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意 見 の 分 岐 点

・ 人口減少を重視する立場からは削減

・ 地勢、合併、市民代表を重視する立場からは現状維持

・ 多指標を総合的に評価する立場からは両論併記・慎重検討

お お む ね
共通している意見

・ 定数は人口だけでは決められない（地勢・行政規模が影響）
・ 地域代表性を損なわない仕組みが必要
・ 議会のチェック機能を弱めない仕組みが必要
・ 検討過程において、市民理解・市民意見の聴取が必要

⚫ 委員からは、これまで行った客観的な分析等を踏まえ、それぞれの
立場から意見提出があった

⚫ それぞれの立場に共通の認識はもとより、異なる意見であっても指標
の分析結果からは、それぞれに合理性が認められる

⚫ 委員会では、時間をかけて分析を進めてきたが、方向性を一つにする
議論が十分にされていない。このことから、引き続き検討を継続する
よう次期に申し送る

前回の議会改革推進検討委員会資料



第二分科会第一分科会 第三分科会

委員会の全体会

・定数に関する協議は、委員会の全体会で行う。

（定数の検討に合わせて委員会の体制についても検討を行う。）

・各分科会で協議した内容は、委員会の全体会に報告し、協議・決定する。

議会からの

政策形成の

仕組みを調

査研究

・申送り事項

の②③など

分科会責任者

議会改革推進特別委員会委員

滝沢 一成

部門担当

議会改革推進特別委員会委員

髙橋 浩輔

分科会責任者

議会改革推進特別委員会委員

ストラットン 恵美子

部門担当

議会改革推進特別委員会副委員長

小林 和孝

部門担当

議会改革推進特別委員会委員

渡邉 希

分科会責任者

議会改革推進特別委員会委員

平良木 哲也

部門担当

議会改革推進特別委員会委員長

渡邉 隆

議会と市民

の関係を調

査研究

・申送り事項

の①⑦など

その他議会改革の諸課題を調査研究

・申送り事項の④⑤⑧⑨⑩など

検討体制について

注 議長はオブザーバーとして適宜参加する。

部門担当

議会改革推進特別委員会委員

宮﨑 朋子

部門担当

議会改革推進特別委員会委員

高山 ゆう子

部門担当

議会改革推進特別委員会委員

西沢 智子
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検討スケジュールについて

スケジュール案

・ 別紙資料「行程表」のとおり

ポイント

① 市民アンケートのR9年３月実施に向け、遅くとも２月の第6回委員会までに委員会としての
 結論を出す。

② ４月にアンケート結果の分析⇒4月の第7回委員会で委員会として対応決定
③ 定例で5月に行う議会報告会・意見交換会を活用して市民の意見を聴く。
④ 委員が分担して４月・5月・６月に２８区の各地域協議会を回り、会議の場を借りて地域協議

 会委員に議会案の説明を行う。
⑤ パブリックコメントを実施する場合は、④の地域協議会委員への説明に合わせて実施する。
⑥ 8月の第11回会議までに委員会の最終案を決定 ⇒議長に報告
⑦ 委員会からの報告を受けた議長が各派代表者会議に諮って、議会案を決定
⑧ 令和9年9月会議の最終日に条例を提案（定数を変更する場合）
⑨ 各分科会は、１１月の第３回委員会までに協議内容とスケジュールを決定し、第３回委員会で
報告する。分科会で協議した内容の最終報告は令和９年１０月とする。
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市民アンケートについて

基本方針等

・ 前回の委員会の申送りを受けて、郵送アンケート１，０００人分の予算をR8年度予算に計上
済
・ アンケートの内容次第で実施時期が異なり、委員会の検討スケジュールも変わってくる。

⇒（正副委員長案）
・ 委員会としての結論となる定数案を示して意見を聴く。
・ 地域別、年代別の意見が聴けるような無作為抽出によるアンケートとする。

スケジュール等

・ アンケートの実施時期はR9年３月。それまでに委員会としての結論を出す。
・ ４月にアンケート結果の分析⇒委員会として対応を協議
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